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 令和５年度における「第２期佐野市子ども・子育て支援事業計画」（以下、「計画」とい

う。）の進捗状況について、令和６年７月３１日に「子ども・子育て会議」を開催し、点

検・評価を行いましたので、その結果を公表します。 

 

 

１．子ども・子育て会議の総評 

 

 令和５年度における、「第２期佐野市子ども・子育て支援事業計画」の進捗状況については、実績報

告書のとおりであり、概ね順調に推進されていることを認めます。 

 

令和６年７月 

 

 

 

２．点検・評価時の子ども・子育て会議の委員 

 

小 竹 仁 美 柳 川 悦 子 慶 野 常 夫 

島 田 厚 市 田 村 僚 二 蘒 原 啓 司 

山 口 朱 美 山 﨑 光 子 小 林 研 介 

長谷川 一宏 中 山 昌 樹 内 村 英 世 

七 原 耕 一 秋 山 俊 介 川 岸 淳 子 

清 水  孝 浩 塚 越 恒 美 尾 形 洋 平 

大出 由美子  （以上 19 名） 

 

  

佐野市子ども・子育て会議会長  小林 研介 
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３．「第４章 子ども・子育て支援施策の取組」における実績報告 

 

 計画の「第４章 子ども・子育て支援施策の取組」において、目標事業量を設定してい

る事業については、評価指標を用いて進捗状況を示しています。また、目標事業量を設定

していない事業については、施策の内容に基づき実施した内容を記載しています。 

 

○実績報告における用語の説明と評価指標 

量の見込み ニーズ調査等を基に推計した利用希望の量 

  

確保方策 「量の見込み」から策定した目標事業量 

  

計画の進捗状況 策定した目標事業量（確保方策）に対する達成量 

  

評価指標 計画の進捗状況における評価指標 

評価指標の区分 

Ａ 
目標事業量を上回っている。 

事業が繰り上げて実施されている。 

Ｂ 
目標事業量が概ね達成されている。 

事業が概ね計画どおりに実施されている。 

Ｃ 
目標事業量を下回っている。 

事業が計画どおりに実施されていない。 

Ｄ 
目標事業量の設定はあるが、事業が全く実施されていな

い。 

－ 
評価対象年度ではない。 

 

  

実際の利用状況 実際に利用した人数や延べ件数などの利用状況 
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基本目標１  教育・保育の量的拡大と質の確保 

１ 教育・保育の量の見込み並びに提供体制の確保の内容及びその実施時期 

  担当課：保育課 

  ●確保方策は、各教育・保育における定員数を示しています。 

（単位：人） 

 

令和２年度 令和３年度 

３～５歳 ０歳 1･2 歳 ３～５歳 ０歳 1･2 歳 

１号 

認定 

２号 

認定 

３号 

認定 

１号 

認定 

２号 

認定 

３号 

認定 

教育 教育 保育 保育 教育 教育 保育 保育 

計 
 

画 

①量の見込み 897 173 1,518 269 832 869 169 1,481 262 801 

②
確
保
方
策 

特定教育・保育施設 1,004  1,379 173 588 1,095  1,429 185 616 

確認を受けない幼稚園 630     630     

特定地域型保育事業    54 163    54 163 

企業主導型等の地域枠    2 8    2 8 

幼稚園＋預かり保育 312    221    

小計 1,946 1,379 229 759 1,946 1,429 241 787 

②－① 876 ▲ 139 ▲ 40 ▲ 73 908 ▲ 52 ▲ 21 ▲ 14 

実 
 

績 

③
計
画
の 

進
捗
状
況 

特定教育・保育施設 1,289  1,379 173 599 1,229  1,428 182 632 

確認を受けない幼稚園 630     630     

特定地域型保育事業    59 179    53 171 

企業主導型等の地域枠   6 2 7     6 

幼稚園＋預かり保育 349    382    

小計 2,268 1,385 234 785 2,241 1,428 235 809 

③－① 1,198 ▲ 133 ▲ 35 ▲ 47 1,203 ▲53 ▲27 8 

評価指標 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 

実
際
の 

利
用
状
況 

特定教育・保育施設 1,207  1,203 163 581 1,122  1,242 165 579 

確認を受けない幼稚園 226     212     

特定地域型保育事業    58 161    53 140 

企業主導型等の地域枠   6 2 7     6 

幼稚園＋預かり保育 349    382    

小計 1,782 1,209 223 749 1,716 1,242 218 725 

 

 

 

令和４年度 令和５年度 

３～５歳 ０歳 1･2 歳 ３～５歳 ０歳 1･2 歳 

１号 

認定 

２号 

認定 

３号 

認定 

１号 

認定 

２号 

認定 

３号 

認定 

教育 教育 保育 保育 教育 教育 保育 保育 

計 
 

画 

①量の見込み 828 163 1,429 256 783 805 157 1,380 251 763 

②
確
保
方
策 

特定教育・保育施設 1,071  1,347 191 612 1,118  1,339 197 616 

確認を受けない幼稚園 630     630     

特定地域型保育事業    54 163    54 163 

企業主導型等の地域枠    2 8    2 8 

幼稚園＋預かり保育 245    198    

小計 1,946 1,347 247 783 1,946 1,339 253 787 

②－① 955 ▲ 82 ▲ 9 0 984 ▲ 41 2 24 

実 
 

績 

③
計
画
の 

進
捗
状
況 

特定教育・保育施設 1,229  1,386 188 622 1,168  1,360 191 611 

確認を受けない幼稚園 630     630     

特定地域型保育事業    56 154    49 142 

企業主導型等の地域枠    6 9   3 2 7 

幼稚園＋預かり保育 433    398 1363   

小計 2,292 1,386 250 785 2196 1363 242 760 

③－① 1,301 ▲43 ▲9 2 1234 ▲17 ▲2 ▲3 

評価指標 B B B B B B B B 

実
際
の 

利
用
状
況 

特定教育・保育施設 1,096  1,232 173 587 1,030  1,215 169 593 

確認を受けない幼稚園 190     169     

特定地域型保育事業    55 127    51 131 

企業主導型等の地域枠    6 9    2 7 

幼稚園＋預かり保育 433    398    

小計 1,719 1,232 234 723 1,597 1,215 222 731 

 

  



4 

 

 

 

令和６年度 

３～５歳 ０歳 1･2 歳 

１号 

認定 

２号 

認定 

３号 

認定 

教育 教育 保育 保育 

計 
 

画 

①量の見込み 780 152 1,332 244 747 

②
確
保
方
策 

特定教育・保育施設 1,164  1,339 197 616 

確認を受けない幼稚園 630     

特定地域型保育事業    54 163 

企業主導型等の地域枠    2 8 

幼稚園＋預かり保育 152    

小計 1,946 1,339 253 787 

②－① 1,014 7 9 40 

実 
 

績 

③
計
画
の 

進
捗
状
況 

特定教育・保育施設      

確認を受けない幼稚園      

特定地域型保育事業      

企業主導型等の地域枠      

幼稚園＋預かり保育     

小計     

③－①     

評価指標     

実
際
の 

利
用
状
況 

特定教育・保育施設      

確認を受けない幼稚園      

特定地域型保育事業      

企業主導型等の地域枠      

幼稚園＋預かり保育     

小計     

 

（実績報告にかかる補足説明） 

「赤坂保育園」の民設民営化に伴う閉園や「くずう保育園」との統合による「ときわ保育園」の閉園、

小規模保育事業 1 園の閉園等に伴い、利用定員は減少しましたが、赤坂保育園を引継いで民間の「にじの

森保育園」が開園したことや既存の小規模保育事業が３号認定の利用定員を増やしたことにより教育・保

育の提供体制については概ね確保方策の目標を達成しています。 
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基本目標２  教育・保育の量的拡大と質の確保 

１ 利用者支援に関する事業 

（１）利用者支援事業（基本型） 

  担当課：保育課 

  ●確保方策は、事業実施箇所数を示しています。 

 単位 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

計
画 

量の見込み 箇所 1 1 1 1 1 

確保方策 箇所 1 1 1 1 1 

実
績 

計画の進捗状況 箇所 1 1 1 1  

評価指標  B B B B  

 

（実績報告にかかる補足説明） 

 あさぬま保育園内の利用者支援事業「みらい」にて、事業を実施しています。 

 

（２）利用者支援事業（母子保健型） 

  担当課：健康増進課 

  ●確保方策は、事業実施箇所数を示しています。 

 単位 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

計
画 

量の見込み 箇所 1 1 1 1 1 

確保方策 箇所 1 1 1 1 1 

実
績 

計画の進捗状況 箇所 1 1 1 1  

評価指標  B B B B  

 

（実績報告にかかる補足説明） 
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２ 時間外保育事業 

  担当課：保育課 

  ●確保方策は、量の見込みに対し、提供できる人数と提供するための施設数を示しています。 

 単位 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

計
画 

量の見込み 人 415 403 391 379 368 

確保方策 人 415 403 391 379 368 

 施設数 箇所 13 13 13 13 13 

実
績 

計画の進捗状況 人 415 403 391 379  

 施設数 箇所 14 13 14 15  

評価指標  B B B B  

実際の利用状況 人 233 196 192 225  

 

（実績報告にかかる補足説明） 

 公立保育所 2 園、民間保育所 9 園、認定こども園 2 園、地域型保育事業 2 園において、開所時間 11

時間を超えて実施し、225 人（実人数）に対して保育を提供しました。 

 

  



7 

 

３ 放課後児童健全育成事業 

  担当課：こども課 

  ●確保方策は、量の見込みに対し、提供できる人数と提供するための支援単位数を示しています。 

 単位 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

計 
 

画 

量の見込み 人 1,973 1,939 1,877 1,828 1,783 

 １～３年生 人 1,150 1,112 1,096 1,084 1,058 

 ４～６年生 人 823 827 781 744 725 

確保方策 人 1,851 1,817 1,777 1,785 1,783 

 １～３年生 人 1,150 1,112 1,096 1,084 1,058 

 ４～６年生 人 701 705 681 701 725 

 支援単位数 単位 55 55 54 56 57 

実 
 

績 

計画の進捗状況 人 1,809 1,849 1,849 1,895  

 １～３年生 人 1,150 1,132 1,132 1,141  

 ４～６年生 人 659 717 717 754  

 支援単位数 単位 53 55 55 56  

評価指標  C A B B  

実際の利用状況 人 1,672 1,793 1,827 1,876  

 １～３年生 人 1,154 1,174 1,207 1,250  

 ４～６年生 人 518 619 620 626  

 

（実績報告にかかる補足説明） 

 計画の進捗状況 

 定員 

 ・閉所：葛生、葛生南、常盤（1～3 年：△74 人 4～6 年：△30 人） 

 ・開所：第 4 犬伏、第 1・2 葛生、第 5 植野（1～3 年：＋83 人 4～6 年：＋67 人） 

 ⇒1～3 年：＋9 人 4～6 年：＋37 人 

 支援単位数 

 R5:第 4 犬伏、第 1・2 葛生、第 5 植野開所 葛生、葛生南、常盤閉所 （1 増） 
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４ 子育て短期支援事業 

（１）短期入所生活援助（ショートステイ）事業 

  担当課：家庭児童相談室 

  ●確保方策は、量の見込みに対し、提供できる延べ件数と提供するための施設数を示しています。 

 単位 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

計
画 

量の見込み 人日 75 73 71 69 67 

確保方策 人日 75 73 71 69 67 

 施設数 箇所 5 5 5 5 5 

実
績 

計画の進捗状況 人日  73 71 ６９  

 施設数 箇所  5 6 10  

評価指標   Ｂ B A  

実際の利用状況 人日  11 53 232  

 

（実績報告にかかる補足説明） 

R5 年度より里親ショートステイを開始し、利用が増加した。                   

施設ショートステイ(委託施設 6 か所)利用 50 日、里親ショートステイ(委託里親 4 か所)利用 182 日 

 

 

 

（２）夜間養護等（トワイライトステイ）事業 

  担当課：家庭児童相談室 

  ●確保方策は、量の見込みに対し、提供できる延べ件数と提供するための施設数を示しています。 

 単位 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

計
画 

量の見込み 人日 520 504 489 ― ― 

確保方策 人日 0 504 489 ― ― 

 施設数 箇所 0 1 1 ― ― 

実
績 

計画の進捗状況 人日  0 0   

 施設数 箇所  0 0   

評価指標   Ⅾ D   

実際の利用状況 人日  0 0   

 

（実績報告にかかる補足説明） 
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5 乳児家庭全戸訪問事業 

  担当課：健康増進課 

  ●確保方策は、量の見込みを賄うための体制について示しています。 

 単位 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

計
画 

量の見込み 人 726 709 695 678 657 

確保方策  

実施体制：助産師、保健師１１人 

実施機関：健康増進課 

実施方法：直営 

実
績 

計画の進捗状況  計画通り 計画どおり 計画どおり 計画どおり  

評価指標  Ｂ B B B  

実際の利用状況 人 715 696 613 612  

 

（実績報告にかかる補足説明） 

 令和 5 年度実績 ・対象数 612 件 ・訪問数６１２件  

 

 

６ 養育支援訪問事業及び要保護児童対策地域協議会その他の者による要保護児童等に対

する支援に資する事業 

（１）養育支援訪問事業 

  担当課：家庭児童相談課 

  ●確保方策は、量の見込みを賄うための体制について示しています。 

 単位 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

計
画 

量の見込み 人回 340 330 320 310 301 

確保方策  

実施体制：保健師、助産師等（健康増進課８人家庭児童相談室５

人）計１３人、ヘルパー４人 

実施機関：家庭児童相談室 

実施方法：ヘルパー派遣は委託 

実
績 

計画の進捗状況  計画通り 計画通り 計画通り 計画通り  

評価指標  Ｂ Ｂ B B  

実際の利用状況 人回 155 114 170 379  

 

（実績報告にかかる補足説明） 

 ヘルパーの委託事業者を増加し、対応しました。 
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（２）子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業 

  担当課：家庭児童相談室 

関連事業名 施策の内容 令和５年度 実績報告 

家庭児童相談室運営事業  家庭相談員を配置し、家庭における

適正な児童養育、その他児童の福祉向

上を図るための相談、指導及び援助を

推進します。 

 

家庭相談員４名 

相談受付状況 

児童相談受付件数１４１件 

（うち虐待相談件数 ９４件） 

要保護児童対策地域協議会

運営事業 

 佐野市要保護児童対策地域協議会を

設置し、関係機関と連携し、児童虐待

等の早期発見に努め、対象児童に対す

る適切な支援を行います。また、市民

に対し、子育て相談窓口周知及び虐待

防止啓発リーフレットの配布を行いま

す。 

 

要保護児童対策地域協議会 

 代表者会議 1 回 

実務者会議 4 回 

個別ケース検討会議 14 回 

情報共有会議 18 回 

広報・啓発 

 子育て相談窓口周知及び虐待防止啓発リ

ーフレット（23,560 枚）、広報さの広報

活動（年 2 回）、厚生労働省作成ポスター

配布 

 

 

７ 地域子育て支援拠点事業 

  担当課：保育課・こども課 

  ●確保方策は、量の見込みに対し、提供できる１月あたりの延べ件数と提供するための施設数について

示しています。 

 単位 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

計
画 

量の見込み 人回/月 2,879 2,785 2,697 2,638 2,576 

確保方策 人回/月 2,879 2,785 2,697 2,638 2,576 

 施設数 箇所 8 8 8 8 8 

実
績 

計画の進捗状況 人回/月 2,879 2,785 2,697 2,638  

 施設数 箇所 8 ８ 9 9  

評価指標  B B B B  

実際の利用状況 人回/年 4,811 4,529 10,020 20,152  

 

（実績報告にかかる補足説明） 

 公立保育所 2 園、民間保育所 3 園、認定こども園 2 園、地域型保育事業 1 園、子育て支援まちなかプ

ラザで実施し、年間延べ（保育課所管 20,152）人が利用しました。 
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８ 一時預かり事業 

  担当課：保育課・こども課 

  ●確保方策は、量の見込みに対し、提供できる延べ件数と提供するための施設数について示していま

す。 

 単位 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

計 
 

画 

量の見込み 人日 79,971 78,361 76,709 73,864 70,545 

 

幼稚園在園児対象 

（１号認定による利用） 

不定期利用 

人日 4,539 4,428 4,274 4,126 3,983 

 
幼稚園在園児対象 

（２号認定による利用） 
人日 72,720 71,280 69,840 67,200 64,080 

 上記以外 人日 2,712 2,653 2,595 2,538 2,482 

確保方策 人日 79,971 78,361 76,709 73,864 70,545 

 １号認定による利用 人日 4,539 4,428 4,274 4,126 3,983 

 ２号認定による利用 人日 72,720 71,280 69,840 67,200 64,080 

 施設数 箇所 12 13 12 12 12 

 上記以外 人日 2,712 2,653 2,595 2,538 2,482 

 施設数 箇所 19 20 18 18 18 

実 
 

績 

計画の進捗状況 人日 79,971 78,361 76,709 73,864  

 １号認定による利用 人日 4,539 4,428 4,274 4,126  

 ２号認定による利用 人日 72,720 71,280 69,840 67,200  

 施設数 箇所 12 12 12 12  

 上記以外 人日 2,712 2,653 2,595 2,538  

 施設数 箇所 19 19 18 18  

評価指標  B B B B  

実際の利用状況 人日 63,788 75,348 70,537 67,876  

 １号認定による利用 人日 18,393 24,809 18,297 15,774  

 ２号認定による利用 人日 44,630 49,855 51,504 51,231  

 上記以外 人日 1,037 684 736 871  

 

（実績報告にかかる補足説明） 

 幼稚園における在園児を対象とした一時預かりは、私学助成により行う園と、子ども・子育て支援新制

度の施工により「幼稚園型一時預かり」を開始した認定こども園を合わせ、計 12 園で延べ 67，005 件

の一時預かりを実施しました。 

公立保育園では、7 園定員に空きがある場合に、民間保育所 4 園、認定こども園 1 園では、一時預かり専

任の保育士を配置し、各定員に応じて 378 件の一時預かりを実施しました。また、子育て支援まちなか

プラザで 304 件、ファミリー・サポート・センターで 189 件の一時預かりを実施しました。 
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９ 病児保育事業 

  担当課：保育課 

  ●確保方策は、提供できる延べ件数と提供するための施設数について示しています。 

 単位 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

計 
 

画 

量の見込み 人日 2,220 2,186 2,153 2,120 2,090 

確保方策 人日 1,950 1,950 1,950 2,850 2,850 

 病児・病後児対応型 人日 900 900 900 1,800 1,800 

 施設数 箇所 1 1 1 2 2 

 体調不良児対応型 人日 1,050 1,050 1,050 1,050 1,050 

 施設数 箇所 4 4 4 4 4 

実 
 

績 

計画の進捗状況 人日 1,050 1,050 1,050 1,050  

 病児・病後児対応型 人日 0 0 0 0  

 施設数 箇所 0 0 0 0  

 体調不良児対応型 人日 1,050 1,050 1,050 1,050  

 施設数 箇所 4 4 4 5  

評価指標  C C C B  

実際の利用状況 人日 659 763 977 1,117  

 病児・病後児対応型 人日 0 0 0 0  

 体調不良児対応型 人日 659 763 977 1,117  

 

（実績報告にかかる補足説明） 

 病児・病後児対応型については、利用者減少により令和元年度実施施設が事業を中止したため、令和 5

年度の実績はありませんでした。 

体調不良児対応型については、公立保育所 1 園、民間保育所 2 園、認定こども園 2 園で実施し、延べ

1,117 人を受け入れました。 
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１０ 子育て援助活動支援事業 

  担当課：こども課 

  ●確保方策は、量の見込みに対し、提供できる延べ件数と提供するための施設数について示していま

す。 

 単位 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

計
画 

量の見込み 人日 31 31 30 29 28 

確保方策 人日 31 31 30 29 28 

 施設数 箇所 1 1 1 1 1 

実
績 

計画の進捗状況 人日 31 31 30 29  

 施設数 箇所 1 1 1 1  

評価指標  B B B B  

実際の利用状況 人日 131 149 81 189  

 

（実績報告にかかる補足説明） 

 令和 5 年度実績 ファミリー・サポート・センター（一時預かり） 189 件 

 

 

 

１１ 妊婦に対して健康診査を実施する事業 

  担当課：健康増進課 

  ●確保方策は、量の見込みを賄うための体制について示しています。 

 単位 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

計
画 

量の見込み 人回 9,197 8,981 8,800 8,584 8,319 

確保方策  

実施場所：各医療機関での個別健診 

実施体制：妊娠届提出者へ健康増進課窓口課職員が母子健康手帳と

一緒に妊婦健康診査受診票を発行し、妊婦は各医療機関で受診す

る。 

検査項目：厚生労働省が示す検査項目 

実施時期：通年 

実
績 

計画の進捗状況  計画通り 計画通り 計画通り 計画通り  

評価指標  B   B B Ｂ  

実際の利用状況 人回 7,740 7,725 7,551 6,726  

 

（実績報告にかかる補足説明） 

 妊婦健康診査公費負担回数 妊婦一人あたり 14 回（多胎の場合 4 回分追加） 
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１２ 実費徴収に係る補足給付を行う事業 

  担当課：保育課 

関連事業名 施策の内容 令和５年度 実績報告 

私立幼稚園等副食費補足給

付事業 

 新制度に移行していない幼稚園にお

いて、実費徴収を行っている副食費に

ついて、低所得者世帯及び第３子以降

の子どもを対象に費用の一部を補助し

ます。 

 

（法定免除） 

対象児童 56 人、延べ 555 月分の副食費

1,330,270 円を免除しまし

た。 

（第３子以降免除） 

対象児童 18 人、延べ 193 月分の副食費

458,110 円を免除しました。 
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４．「第５章 次世代育成支援施策の取組」における実績報告 

 

 計画の「第５章 次世代育成支援施策の取組」において、「特に関連する事業」として位

置付けている事業について、施策の内容に基づき実施した内容を記載しています。 

 

 計画に位置付けている「特に関連する事業」の数 

計画策定時 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

基本目標１ ４８事業 ４８事業 ４８事業 ４８事業 ４８事業  

基本目標２ ２１事業 ２１事業 ２１事業 ２１事業 ２１事業  

基本目標３ ２３事業 ２2 事業 ２２事業 ２２事業 ２２事業  

基本目標４ ８事業 ８事業 ８事業 ８事業 ８事業  

基本目標５ ５事業 ５事業 ５事業 ５事業 ５事業  

合計 １０５事業 １０４事業 １０４事業 １０４事業 １０４事業  

 

※令和５年度における「特に関連する事業」の主な変更等 

関連する事業名等 変更等の内容 
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基本目標１  子どもが心身ともに健やかに育つための支援 

No. 関連事業名 施策の内容 担当課 令和５年度 実績報告 

1 
人権擁護委員活動

支援事業 

 年２回、「定例困りごと・人権

相談所」において、子ども人権

委員（人権擁護委員）による子

ども人権相談所を開設し、子ど

もの人権にかかわる問題（虐

待、いじめ、不登校等）の相談

に応じます。 

人権・男女 

共同参画課 

相談件数は０件でした。 

2 人権推進啓発事業 

 様々な人権問題とともに子ど

もの人権尊重意識の普及高揚を

図るため、街頭において啓発リ

ーフレット・啓発物品を配布し

ます。 

人権・男女 

共同参画課 

人権講演会、街頭啓発、市民課や各

行政センター窓口等で、啓発リーフ

レット・啓発物品を 6,847 部配布し

ました。 

3 
家庭児童相談室運

営事業 

 家庭相談員を配置し、家庭に

おける適正な児童養育、その他

児童の福祉向上を図るための相

談、指導及び援助を推進しま

す。 

家庭児童相談課 

家庭相談員４名 

相談受付状況 

児童相談受付件数１４１件 

（うち虐待相談件数 ９４件） 

 

4 
要保護児童対策地

域協議会運営事業 

 佐野市要保護児童対策地域協

議会を設置し、関係機関と連携

し、児童虐待等の早期発見に努

め、対象児童に対する適切な支

援・保護を行います。また、市

民に対する虐待防止啓発のた

め、講演会の開催や啓発ちら

し、虐待防止啓発リーフレット

の作成、配布を行います。 

家庭児童相談課 

要保護児童対策地域協議会 

 代表者会議１回 

 実務者会議４回 

 個別ケース検討会議１４回 

 情報共有会議１８回  

広報・啓発 

 子育て相談窓口周知及び虐待防止

啓発リーフレット（２３，５６０

枚）、広報さの広報活動（年２回）、

厚生労働省作成ポスター配布 

5 
児童扶養手当支給

事業 

 父母の離婚や死亡等によって

父または母と生計を同じくして

いない児童や、父または母が重

度の障がいの状態にある児童

が、心身ともに健やかに育成さ

れることを目的として手当を支

給します。 

こども課 

受給資格者数  843 人 

全部支給者   368 人 

一部支給者   361 人 

支給総額    380,981,720 円 

6 遺児手当支給事業 

 両親が死亡、または父・母の

どちらかが死亡した児童を養育

する人に対して、児童１人につ

き月額 3,000 円を支給しま

す。 

 

こども課 

受給資格者数  68 人 

対象児童数   101 人 

支給実績 

 延人数 金額 
県補助対象分 483 人 1,449,000 円 

市単独分 475 人 1,425,000 円 
 

7 
ひとり親家庭医療

費助成事業 

 ひとり親家庭の方で、満 18

歳に達する日以後の最初の３月

31 日までの児童を扶養してい

る場合、児童と扶養している方

の保険給付に係る一部負担金か

ら薬局を除く医療機関ごとに月

500 円の自己負担を差し引いた

金額を助成します。 

こども課 

助成件数  8,413 件 

医療給付費  21,980,770 円 
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No. 関連事業名 施策の内容 担当課 令和５年度 実績報告 

8 
母子・父子・寡婦

自立支援事業 

 母子・父子自立支援員を配置

し、ひとり親家庭等からの相談

に対し、必要な情報提供や指導

を行い、自立を支援します。ま

た、母子父子寡婦福祉資金貸付

の相談・指導を行い、自立を図

ります。 

家庭児童相談課 

母子・父子自立支援員 ２名 

相談延べ件数 

 貸付金 ４２３件 

 その他 ２６５件 

  計  ６８８件 

9 
佐野市母子寡婦福

祉連合会支援事業 

 ひとり親家庭等の生活の安定

や自立に向けて、地域における

支援活動を行っている「佐野市

母子寡婦福祉連合会」を支援し

ます。 

家庭児童相談課 

佐野市母子寡婦福祉連合会 

会員数  51 名 

 補助金交付額 268,000 円 

 

 

10 
特別障害者手当等

給付事業 

 日常生活において常時の介護

を必要とする重度の２０歳未満

の障がい児に障害児福祉手当を

支給することにより、福祉の増

進を図ります。 

障がい福祉課 

受給児童数     53 名 

延べ支給     560 月 

支給額 8,488,050 円 

11 障がい福祉事務費 

 精神または身体に障がいを有

する２０歳未満の児童を監護し

ている父母等について、児童の

福祉の増進を図るため、特別児

童扶養手当の認定請求書等の受

付等を行います。 

障がい福祉課 

対象児童数    271 名 

内訳 

１級 月額 53,700 円（117 名） 

２級 月額 35,760 円（154 名） 

12 
難病患者等福祉手

当給付事業 

 原因不明で治療方法が確立さ

れていない難病にり患した方に

手当を支給することにより、福

祉の増進を図ることを目的とし

て実施します。児童福祉法に規

定する小児慢性特定疾病にり患

した児童に対し、年額２万円の

手当を支給します。 

障がい福祉課 

受給児童数    101 名 

支給額 2,020,000 円 

13 介護給付事業 

 身近な地域で自立した生活が

送れるよう、障がいのある方に

対し、身近な地域で自立した生

活が送れるよう居宅介護（ホー

ムヘルプ）・行動援護・短期入所

（ショートステイ）のサービス

を提供します。 

障がい福祉課 

利用児童数 

居宅介護（ホームヘルプ）  1 名 

行動援護   0 名 

同行援護  1 名 

短期入所   8 名 

14 
障がい児通所給付

事業 

 発育・発達に支援を必要とす

る児童を対象に日常生活におけ

る基本的な動作の指導、集団生

活への適応訓練等を行います。

児童福祉法に定める児童発達支

援、放課後等デイサービスによ

る支援を行います。 

障がい福祉課 

利用児童数 

児童発達支援      363 名 

放課後等デイサービス 560 名 

保育所等訪問支援      54 名 

15 移動支援事業 

 障がいのある方が身近な地域

で社会参加できるよう、外出の

支援を行います。 

障がい福祉課 

利用児童数    1 名 

利用延べ時間数 11 時間 
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No. 関連事業名 施策の内容 担当課 令和５年度 実績報告 

16 日中一時支援事業 

 日中、障がい福祉サービス事

業所において、障がい者等の家

族の就労を支援したり、または

家族の一時的な休息のために、

障がい児の見守りを行い、ま

た、社会に適応するための日常

的な訓練などを行います。 

障がい福祉課 

利用児童数     76 名 

利用延べ日数  4,751 日 

17 
訪問入浴サービス

事業 

 施設通所による入浴や自宅で

の入浴が困難な障がい児の自宅

を訪問し、入浴サービスの支援

を行います。 

障がい福祉課 

利用児童数       4 名 

支給額   1,679,300 円 

18 補装具費支給事業 

 身体機能を補い、日常生活や

就学・就労をしやすくするた

め、補装具の購入または修理に

要する費用の支給を行います。 

障がい福祉課 

利用件数      27 件 

支給額  5,511,939 円 

19 
日常生活用具給付

等事業 

 在宅の障がいのある方に日常

生活用具を給付することによ

り、日常生活上の便宜を図りま

す。 

障がい福祉課 

利用件数       57 件 

支給額  2,446,779 円 

20 

障がい児を育てる

地域の支援体制整

備事業 

 生涯にわたる一貫した支援の

ために、子どもの成長や発達の

様子、相談記録などを保護者が

ファイリング、補完するための

サポートファイルの作成、配布

を行います。 

障がい福祉課 

配付数 172 部 

21 
児童補聴器購入費

等支援事業 

 身体障害者手帳の交付対象と

ならない軽度・中等度の難聴児

の補聴器購入費等の一部を助成

します。 

障がい福祉課 

購入費補助 

  4 件 8 個 286,344 円 

修理費補助 

1 件 2 個  12,720 円 

22 保育所運営事業 

 公立の保育所において、心身

に障がいのある子どもに対し、

子どもの発達の支援と保護者の

就労の支援を目的として、すこ

やか保育を実施します。 

 幼児教育・保育の無償化に伴

い、公立の保育所に通う 3～5

歳児のうち低所得者世帯及び第

３子以降の子どもの副食費を免

除します。また、0～2 歳児の

うち第３子以降の子どもの保育

料を免除し、保護者の経済的負

担を軽減します。 

保育課 

・すこやか保育 

公立保育所 7 園で 36 人を受入しま

した。 

 

・3～５歳児の副食費 

公立法定免除対象児童 72 人、延べ  

691 月分の副食費 3,109,500 円を

免除しました。 

第 3 子以降免除対象児童 41 人、延

べ 460 月分の副食費 2,070,000

円を免除しました。 

 

・第 2 子免除対象児童 68 人、延べ

746 月分の保育料 18,941,250 円

を免除しました。 

 

・0～2 歳児の保育料 

第 3 子以降免除対象児童 22 人、延

べ 228 月分の保育料 6,126,500

円を免除しました。 
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23 
特定保育施設等給

付事業 

 民間の保育所等において、心

身に障がいのある子どもに対

し、子どもの発達の支援と保護

者の就労の支援を目的として、

すこやか保育を実施します。 

 幼児教育・保育の無償化に伴

い、民間の保育所等に通う 3～

5 歳児のうち低所得者世帯及び

第３子以降の子どもの副食費を

免除します。また、0～2 歳児

のうち第３子以降の子どもの保

育料を免除し、保護者の経済的

負担を軽減します。 

保育課 

すこやか保育 

民間保育所 9 園、認定こども園 8

園、65 人を受入しました。 

 

3～５歳児の副食費 

民間法定免除対象児童 166 人、延

べ 1,638 月分の副食費 7,698,600

円を免除しました。 

第 3 子以降免除対象児童 123 人、

延べ 1,426 月分の副食費

6,438,600 円を免除しました。 

 

第 2 子免除対象児童 321 人、延

べ 3,476 月分の保育料

79,888,400 円を免除しました。 

0～2 歳児の保育料 

第 3 子以降免除対象児童 84 人、延

べ 841 月分の保育料 24,677,100

円を免除しました。 

24 
特別支援学級支援

員配置事業 

 特別支援学級に支援員を配置

し、児童生徒の自立に向けた支

援を行います。 
学校教育課 

支援員配置数   小学校３人義務教

育学校前期課程１人 

（ ５時間／日、  ５日） 

25 
育児休業取得促進

啓発事業 

 子育てと仕事の両立を図り児

童の健全育成を促進するため、

１年以上の家庭での保育期間を

取得できるよう、事業主や保護

者に対して育児休業制度への理

解を深めるための啓発を行いま

す。 

保育課 

産業政策課の「育児・介護休業法

や制度の普及・啓発事業」に統合

し、チラシを窓口等で配付して制度

の普及啓発を行いました。 

26 
男女共同参画啓発

事業 

 ワーク・ライフ・バランスを

推進するため、男女がともに協

力して家事・子育て・介護等に

あたり、家庭生活と職業生活・

地域活動の両立が図れるようセ

ミナーや講座を開催し意識啓発

の推進を図ります。また、仕事

と生活の両立支援や男女がとも

に働きやすい職場環境づくりへ

の啓発を積極的に実施します。 

人権・男女 

共同参画課 

主な講座等 

・男性の育児・家事講座 

  →３回開催、参加者２８人 

・男女共同参画の防災講座 

  →２回開催、参加者２５人 

・DV 基礎講座 

  →DV 防止に関するチラシを民生 

   委員児童委員へ配布、説明 

・男女共同参画推進事業者表彰 

  →３事業者を表彰 

・男女共同参画講演会 

  →１回開催、参加者１５０人 

・職員研修会 

  →１回開催、参加者４１人 

27 
男女共同参画人材

育成事業 

 子育てや介護等により一旦離

職した女性の再就職を支援する

ため、ハローワークマザーズコ

ーナーの相談員による相談会や

市内の施設等における出張相談

を実施します。また、女性のキ

ャリアアップ等に関する講座の

開催や情報提供を行います。 

人権・男女 

共同参画課 

女性の再就職相談会 

 ・通常相談 年１２回、相談件数１５件 

 ・特設相談 年 ２回、相談件数  ４件 

 

主な講座等 

・女性のキャリアアップ講座 

  →３回開催、参加者４２人 

・働き方改革講演会 

  →１回開催、参加者２８人 

・事業所研修会（工業振興対策協議会） 

  →１回開催、参加者１６人 

28 ママパパ学級事業 

 初妊婦及びその配偶者を対象

に、保健師・助産師・栄養士に

よる保健指導の他、夫婦で参加

できる体験学習を実施します。 

健康増進課 

年２０回：妊娠初期向け  ８回 

     妊娠後期向け １２回  

人数：妊婦   延  １６４人 

   配偶者等 延  １１５人 
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29 
こども医療

費助成事業 

 １８歳に達する日以後

の最初の３月３１日まで

の子どもの医療費の一部

負担金を助成し、保護者

の経済的・心理的負担を

軽減します。 

こども課 

助成件数と金額 

未就学児：100,176 件 176,874,132 円 

小学生：85,973 件 178,293,465 円 

中学生：35,064 件 80,704,607 円 

高校生：30,270 件 79,234,654 円 

合計：251, 483 件 515,106,858 円 

 

30 
児童手当支

給事業 

 中学校修了前までの児

童を養育している方に、

年齢や所得に応じた手当

を支給します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こども課 

支給実績 

  単価 延児童数 金額 

３歳未満 15,000 円 19,933 人 298,995 千円 

３歳以上小学修了前 10,000 円 73,017 人 730,170 千円 

３歳以上小学修了前 15,000 円 9,968 人 149,520 千円 

中学修了前 10,000 円 30,392 人 303,920 千円 

特例給付(所得制限) 5,000 円 3,450 人 17,250 千円 

施設・里親等 10,000 円 47 人 470 千円 

施設・里親等 15,000 円 97 人 1,455 千円 
 

31 
子宝祝金支

給事業 

 子どもの誕生を祝い、

健やかな成長を願って、

安心して子育てを行える

ように、子どもを出産し

た方又はその配偶者に対

し、子宝祝金を支給しま

す。 

こども課 

第 1 子及び第 2 子の出生に対しては 3 万円、第 3

子以降の出生に対しては対象児童 1 人につき 5 万円を

支給しますが、令和 5 年度中の第 3 子以降の出生につ

いては特例として 10 万円を支給しました。 

助成件数と金額 

第 1 子：215 人 6,450 千円 

第 2 子：198 人 5,940 千円 

第 3 子以降：123 人 12,300 千円 

32 

特定教育施

設等給付事

業 

 幼児教育・保育の無償

化に伴い、幼稚園等に通

う 3～5 歳児のうち低所

得者世帯及び第３子以降

の子どもの副食費を免除

し、保護者の経済的負担

を軽減します。 

 

保育課 

（法定免除） 

対象児童 279 人、延べ 2,551 月分の副食費

7,499,520 円を免除しました。 

（第３子以降免除） 

対象児童 92 人、延べ 1,029 月分の副食費

3,734,960 円を免除しました。 

33 

私立幼稚園

等副食費補

足給付事業 

 幼児教育・保育の無償

化に伴い、幼稚園籍で副

食費の免除を受けられな

い第３子以降の子どもに

対し、副食費相当分を補

助します。 

 

保育課 

（法定免除） 

対象児童 56 人、延べ 555 月分の副食費 1,330,270

円を免除しました。 

（第３子以降免除） 

対象児童 18 人、延べ 193 月分の副食費 458,110

円を免除しました。 

34 

教育施設等

利用給付事

業 

 幼児教育・保育の無償

化に伴い、新制度に移行

していない幼稚園の子ど

もの保育料の一部を補助

します。また、保育の必

要な幼稚園籍の児童の預

かり保育料の一部を補助

します。 

 

 

 

 

 

保育課 

（新制度未移行園の保育料等） 

対象児童 183 人、延べ 1,946 月分 43,388,540 円

を補助しました。 

（幼稚園籍児童の預かり保育料） 

対象児童 430 人、延べ 3,943 月分 21,773,200 円

を補助しました。 
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35 

保育施設等

利用給付事

業 

 幼児教育・保育の無償

化に伴い、保育の必要な

児童で、市の確認を受け

た認可外保育施設、預か

り保育等を利用している

児童に対し、利用料の一

部を補助します。 

保育課 

対象児童 1 人、延べ 12 月分の認可外保育施設の利用

料 360,000 円を補助しました。 

36 

私立幼稚園

預かり保育

料減免事業 

 幼児教育・保育の無償

化を受けない私立幼稚園

児の保護者に対し、経済

的負担を軽減するため、

１月 1,000 円を上限に

預かり保育料の一部を助

成します。 

保育課 

預かり保育を実施した市内認定こども園計 園に対

し、総額 73,000 円（園児数 18 人分）を補助しまし

た。 

37 
こどもの国

運営事業 

 子どもの健やかな成長

と発達のための施設であ

る「こどもの国」を、安

全で快適に利用できるよ

うに運営を行います。ま

た、健全な遊びを通し

て、子どもたちの情操を

育むことを目的に、親子

で楽しめる事業を実施し

ます。 

こども課 

１．企画事業 

 ・こどもフェスティバル inSANO2023 

  5 月 3 日(祝)～5 月 5 日(祝) 6,131 人 

 ・レクリンピック 10 月 15 日(日)504 人 

 ・クリスマスコンサート 12 月 24 日(日) 849 人 

 ・新春正月遊び大会 1 月 8 日(祝)668 人 

２．開設講座 

 ・七夕遊び親子教室など 14 講座  

  開催日数：14 日 

  参加人数：828 人 

３．その他の事業の開催 

 ・こどもの国消防訓練、果実収穫体験移動教室、児

童厚生員事業など 6 事業  

  開催日数：222 日 

  参加人数：6,888 人 

38 
南児童館管

理運営事業 

 地域における健全育成

の拠点である児童館を、

安全で快適に利用できる

ように運営を行います。

また、健全な遊びを通し

て、子どもたちの情操を

育むことを目的に、親子

で楽しめる事業を実施し

ます。 

こども課 

開館日数：276 日 

来館者合計：11,316 人 

子育て教室：毎週月曜日実施 36 回 

ボランティアの状況：成人ボランティア 0 人 

運営委員会：運営委員:12 人 

こども運営委員：34 人 

39 
東児童館管

理運営事業 

 地域における健全育成

の拠点である児童館を、

安全で快適に利用できる

ように運営を行います。

また、健全な遊びを通し

て、子どもたちの情操を

育むことを目的に、親子

で楽しめる事業を実施し

ます。 

こども課 

開館日数： ２８１日 

来館者合計：１２，０９４人 

子育て教室：毎週木曜日実施 ３７回 

ボランティアの状況：成人ボランティア ０人 

運営委員会：運営委員 １２人 

こども運営委員会   ２０人 

40 
西児童館管

理運営事業 

 地域における健全育成

の拠点である児童館を、

安全で快適に利用できる

ように運営を行います。

また、健全な遊びを通し

て、子どもたちの情操を

育むことを目的に、親子

で楽しめる事業を実施し

ます。 

こども課 

開館日数：２８１日 

来館者合計：６,５３１人 

子育て教室：火・金曜日実施 ５８回 

ボランティアの状況：成人ボランティア ０人 

運営委員会：運営委員 １０人 

こども運営委員会   ２０人 
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41 

田沼児童館

管理運営事

業 

 地域における健全育成の拠点である

児童館を、安全で快適に利用できるよ

うに運営を行います。また、健全な遊

びを通して、子どもたちの情操を育む

ことを目的に、親子で楽しめる事業を

実施します。 

こども課 

 

来館者合計：８，８３６人 

子育て教室：毎週月、第 2・4 水曜日実

施５２回 活動タイム：４９回 

季節イベント：５回 

児童館運営委員会：１２人１回、こども

運営委員会：３３人（イベント・協議 

１０回） 

42 

放課後子ど

も教室推進

事業 

 地域の多様な方々の参画を得て、放

課後や週末の活動を中心に小学校の余

裕教室等を活用して、子どもたちとと

もに学習やスポーツ・文化活動、地域

住民との交流活動等の取組を実施しま

す。 

 

○放課後子ども教室実施か所数 

単位：か所 

R2 R3 R4 R5 R6 

10 10 9 10 10 

 

 更に、令和５年度までに９か所で、

放課後子ども教室と放課後児童クラブ

の一体的な又は連携による実施を図り

ます。 

生涯学習課 

教室数：7 教室 

開催日数：306 日 

参加延べ人数：3,449 名 

活動内容：読み聞かせ、クリケット、工

作、ベーゴマ、自由遊び、ミニバスケッ

ト、合唱など 

43 
学習支援事

業 

 学習の機会に恵まれない生活困窮世

帯の子どもに対し、学習の場や機会を

提供し、学力向上や家庭学習の習慣づ

け、高等学校への進学を支援すること

により貧困の連鎖を防止します。 

社会福祉課 

事業委託先：(福)とちのみ会 

委託料： ２，５１２，０００円 

開催日数：       ９８日 

参加延べ人数：    ４６７人 

44 
自立相談支

援事業 

 生活困窮者が生活保護に至る前に、

困窮状態から早期に脱却することを支

援するため、本人の状況に応じた包括

的かつ継続的な支援を実施し早期自立

を目指します。 

社会福祉課 

事業委託先：(福)佐野市社会福祉協議会 

委託料：１８，８７１，９６３円 

新規相談受付：    １４７件 

プラン作成：      ３３件 

住居確保給付金：     ５件 

就労者：        ４２件 

相談支援件数：  ３，８４１件 

45 

住居確保給

付金給付事

業 

離職・廃業又は休業等による収入の

減少により経済的に困窮し住居を失っ

た又はそのおそれがある人に対して、

一定期間、家賃相当額を給付します。 

社会福祉課 

支給件数：１１件 

（新規：５件、延長：３件、 

再延長：３件、再々延長：０件 

再申請：０件） 

支給総額：１，２１２，９１２円 
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46 
母子家庭等自立支

援給付金給付事業 

 母子家庭の母または父子家庭

の父が、就職・転職・スキルア

ップのために対象講座を受講す

る場合、自立支援教育訓練給付

金を支給し、受講料の一部を負

担します。 

 母子家庭の母または父子家庭

の父が、就職・転職に必要な国

家資格（看護師、介護福祉士

等）を取得するために１年以上

養成機関で修業する場合、高等

職業訓練促進給付金を支給しま

す。また、修業を終えた方に

は、高等職業訓練修了支援給付

金を支給します。 

家庭児童相談課 

自立支援教育訓練給付金 

 利用者数   0 人 

 支給総額   0 円 

 

高等職業訓練促進給付金 

 利用者数 14 人 

 支給総額 18,424,000 円 

 

高等職業訓練修了支援給付金 

 利用者数   5 人 

 支給総額   200,000 円 

47 
小学校就学援助事

業 

 学校教育活動において、経済

的に支障をきたしている小学生

の保護者に対して、給食費・学

用品費等を支給します。また、

特別支援学級に在籍している児

童の保護者に対して所得額に応

じて、給食費・学用品費等の一

部を支給します。 

学校教育課 

佐野市就学援助費支給要綱に基づ 

き、保護者からの申請により準要保 

護者を認定しています。 

・給食費、学用品費、医療費等の支給 

認定児童数   ：２９９人 

特別支援就学者：３２０人 

48 
中学校就学援助事

業 

 学校教育活動において、経済

的に支障をきたしている中学生

の保護者に対して、給食費・学

用品費等を支給します。また、

特別支援学級に在籍している生

徒の保護者に対して所得額に応

じて、給食費・学用品費等の一

部を支給します。 

学校教育課 

佐野市就学援助費支給要綱に基づ 

き、保護者からの申請により準要保 

護者を認定しています。 

・給食費、学用品費、医療費等の支給 

認定生徒数    ：１９６人 

特別支援就学者： ７８人 
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基本目標２  親子のこころとからだの健康の確保と増進に特に関連する事業 

No. 関連事業名 施策の内容 担当課 令和５年度 実績報告 

1 
妊産婦医療費助成

事業 

 妊産婦の方に対して、医療機

関にかかった場合の医療費（保

険診療）の自己負担分を助成し

ます。 

こども課 

助成件数：5,799件 

医療給付費：27,962,746 円 

2 
養育医療費給付事

業 

 養育のために指定医療機関に

入院を必要とする１歳未満の未

熟児に対し、養育に必要な医療

を給付します。 

健康増進課 

承認：18 件 

給付：42 件 

給付額：3,845,264 円 

 

3 
母子健康手帳交付

事業 

 母と子の一貫した健康管理と

健康の保持増進のため、母子健

康手帳を交付しています。必要

に応じ、外国語版（10 か国

語）母子健康手帳を交付しま

す。 

健康増進課 

602 冊（うち外国語版 41 冊） 

交付内訳：妊娠届出時 586 冊 

     再交付    8 冊 

     多胎     8 冊 

 

4 乳児健康診査事業 

 疾病や障がいの早期発見・早

期対応、育児支援を図るため、

４か月児及び９か月児を対象に

成長段階に合わせた乳児健康診

査を実施します。 

健康増進課 

４か月児健診（27 回）：611 人 

９か月児健診（27 回）：631 人 

 

 

5 幼児健康診査事業 

 疾病や障がいの早期発見・早

期対応、育児支援を図るため、

１歳６か月児及び３歳児を対象

に成長段階に合わせた乳児健康

診査を実施します。 

健康増進課 

１歳 6 か月児健診（27 回） 

：630 人 

３歳児健診（29 回）：658 人 

6 
股関節脱臼検診事

業 

 生後３～４か月の乳児を対象

に股関節部Ｘ線検査を実施し、

疾病の早期発見に努めます。 

健康増進課 

２４回：６０８人 

7 発達支援事業 

 発達に不安をもつ保護者や子

どもを対象に、子どもの発達段

階にあったかかわり方の教室を

実施し、保護者の心の安定と子

どもの発達を促します。 

健康増進課 

２１回：延８８組 

8 
のびのび発達相談

事業 

 発達障がい児の早期発見や適

切な支援を行うことを目的に、

５歳児を対象に発達相談を行い

ます。 

健康増進課 

７８１人：幼稚園 2 園 

保育園 16 園 認定こども園 9 園 

9 母子健康相談事業 

 育児力の向上及び育児不安の

軽減を図るため、子育て中の親

子を対象に専門職による相談事

業等を行います。また、育児不

安の強い保護者に対して、ここ

ろの相談を行います。 

健康増進課 

育児相談（12 回）：延 593 人 

２歳児相談（12 回）：延 89 人 

子育てこころの相談(21 回）：延  

45 人 

ことばの相談(23 回)：延 54 人 

運動の相談(５回)：延 14 人 
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No. 関連事業名 施策の内容 担当課 令和５年度 実績報告 

10 
乳幼児・児童生徒

予防接種事業 

 子どもの健康を守るため、法

に基づく定期の予防接種等を行

います。 

 
健康増進課 

定期接種  

四種混合：2,641 件 不活化ポリオ：0 件 

麻しん・風しん：1,348 件 日本脳炎：2,747 件 

ヒブワクチン：2,398 件 Ｂ型肝炎：1,805 件 

水痘：1,167 件 ＢＣＧ：635 件 三種混合：2 件 

二種混合：916 件 子宮頸がん：1,368 件 

小児用肺炎球菌：2,401 件 

ロタリックス：1,058 件 ロタテック：194 件 

 

11 
不妊治療費助成事

業 

 子どもを望む夫婦に対し、医

療保険適用外の不妊治療費の一

部を助成します。 

健康増進課 

助成件数：３７人 

助成費：３,５７４,１００円 

12 
不育症治療費助成

事業 

 子どもを望む夫婦に対し、医

療保険適用外の不育症治療費の

一部を助成します。 

健康増進課 

助成件数：１件 

助成費：４５,１００円 

13 
ブックスタート事

業 

 ９か月児健診時等において、

親子で本に親しむきっかけづく

りのため、読み聞かせの大切さ

等を説明し、読み聞かせの実演

後、絵本をプレゼントします。 

健康増進課 

９か月健診時配布：６３１人 

14 
妊産婦健康診査事

業 

 産後うつの予防や新生児への

虐待予防等を図る観点から、母

体の身体的機能の回復や授乳状

況および精神状況を把握するた

めの産婦健康診査を行い、その

費用の一部を公費負担します。 

健康増進課 

妊婦健診：6,726 件 

妊婦一人あたり 14 回分（多胎の場

合は 4 回分追加） 

 

産婦健診：1,105 件 

産婦一人あたり産後 2 週間・産後 1

か月の 2 回分 

 

15 産後サポート事業 

 産後うつの疑いがある支援の

対象となる母親に対して、宿泊

や通所により、個々の状況に応

じた心身のケアや育児サポート

を行います。 

健康増進課 

利用実人数 27 名 

宿泊型 30 回 

デイサービス型 23 回 

居宅訪問型 16 回 

延べ利用回数 69 回 

16 
新生児聴覚検査事

業 

 出生後間もない新生児期に行

う聴覚検査費用を助成すること

により、聴覚異常の早期発見を

行います。 

健康増進課 

516 件 

助成費 2,567,620 円 

17 

子育て世代包括支

援センター（母子

保健型）事業 

 妊産婦及び乳幼児等の状況を

継続的・包括的に把握し、妊

娠・出産・子育てに関する相談

に保健師等の専門職が対応し、

必要な支援の調整や関係機関と

の連絡調整を行うことにより、

妊産婦や乳幼児等に対して切れ

目のない支援を行います。 

健康増進課 

妊娠届出時の面接人数：586 人 

妊娠 28 週の電話連絡等状況確認人

数：557 人 

電話相談件数：1,086 件 

18 

佐野休日・夜間緊

急診療所運営支援

事業 

 日曜・祝日及び夜間における

急患の診察を行う佐野休日・夜

間緊急診療所の運営費補助を行

うことにより、医療体制の推進

を図ります。 

健康増進課 

佐野休日・夜間緊急診療所運営費 

補助金：３２,０００,０００円 
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No. 関連事業名 施策の内容 担当課 令和５年度 実績報告 

19 

両毛救急医療圏二

次救急医療推進事

業・両毛救急医療

圏二次救急医療参

画事業 

 第二次救急医療及び小児二次

救急医療体制の推進を図りま

す。事業の実施にあたっては、

足利市と共同で行います。 

 

健康増進課 

病院群輪番制病院運営費補助金及び

小児救急医療支援事業運営費補助金 

 対象 足利赤十字病院 

佐野厚生総合病院 

本庄記念病院 

佐野市民病院 

交付総額 21,386,000 円 

20 
佐野休日歯科診療

所運営支援事業 

 佐野休日歯科診療所の運営補

助を行うことにより、休日にお

ける歯科診療の不安の解消を図

ります。 

健康増進課 

佐野休日歯科診療所運営交付金 

 ４,０００,０００円 

 

21 食育推進事業 

 保育所や学校給食への取組の

充実（旬を知る、安全な食材、

地場野菜の導入）を始め、食に

関する学習や情報提供に取り組

みます。また、妊産婦には各教

室等で食生活の改善に向けた学

習の機会や情報提供に努めま

す。 

 

農政課 

食育推進会議を開催し、食育関係課

（保育課・健康増進課・学校教育

課・学校管理課・農山村振興課）や

食育関係団体と連携を図りました。

佐野市立学校 24 校へ生いちごの提

供や、佐野産の農産物を使用したレ

シピの配布、食育紙芝居講座を行い

ました。 
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基本目標３  子どもの個性と創造性を育む環境整備 

No. 関連事業名 施策の内容 担当課 令和５年度 実績報告 

1 
家庭教育推進講座

開催事業 

 子どもをもつ保護者等を対象

に、家庭における教育力の向上

を目指し、家庭教育に関する講

座や情報提供、研修会を開催し

ます。 

 

生涯学習課 

家庭教育推進講座の開催 

園児、児童を持つ保護者を対象

に、家庭教育について学ぶ講座を、

実施し、１０回が参加しました。 

家庭教育推進出前講座の開催 

すべての保護者を対象に、小学校や

保育園で家庭教育について学ぶ講座

を全４回開催し、１１６人が参加し

ました。 

2 
公民館親と子の交

流活動事業 

 子どもの情操を豊かにし、心

身の健全な育成を図り、親と子

の心の交流ときずなを深めるた

め、各種学習のグループ活動を

行います。 
生涯学習課 

主に５～8 才の子どもとその保護者

を対象として、講話・実技・体験等

の活動を実施しました。 

「親と子のふれあい活動」 

会場：中央公民館 

   田沼中央公民館 

回数：１２回 

参加延人数：親１３９人 

子１５２人 

合計２９１人 

3 

中学生マイ・チャ

レンジ（職場体

験）事業 

 中学校２年生及び義務教育学

校８年生が地域の事業所等にお

いて、３日間の職場体験等を行

い、地域の人々とのかかわりを

主とした社会体験活動を行いま

す。 

学校教育課 

城東、西、北、赤見、田東、あそ

野、葛生の生徒７６１人が市内の事

業所で社会体験活動を行い、自己の

生き方を見つめることができまし

た。 

4 
海の自然体験活動

推進事業 

 主に小学５年生が栃木県立と

ちぎ海浜自然の家を利用して自

然の中で２泊３日の集団宿泊学

習を行い、心身の調和のとれた

健全な児童の育成を図ります。 

 

学校教育課 

１１月中旬から下旬にかけて、小学

校１５校、義務教育学校２校の小学

5 年生が栃木県立とちぎ海浜自然の

家を利用して宿泊学習を行いまし

た。 

5 
小中学校特別非常

勤講師配置事業 

 小・中・義務教育学校の教科

等に関する専門的知識・技能を

有する講師を配置し、児童生徒

の知識や技能の向上、豊かな人

間性の育成のための授業支援を

行います。 

 

学校教育課 

教科、特別の教科道徳、総合的な学 

習の時間、小学校英語活動等を指導 

する特別非常勤講師３４人を配置し 

ました。 

6 
外国青年英語指導

助手指導事業 

 外国青年英語指導助手（ＡＬ

Ｔ）が市立学校を訪問し、日本

人教師と共同で英語の授業を行

うことにより、児童生徒の興

味・関心を高め、「聞く」「話

す」などの英語によるコミュニ

ケーション能力の向上を図りま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校教育課 

１３名の外国青年英語指導助手(以下

ALT）が小中学校及び義務教育学校

を訪問し、教員と共同で英語の授業

を行いました。楽しい言語活動を通

して、簡単な情報や考えなどを理解

したり表現したり伝え合ったりする

コミュニケーションを図る資質・能

力の育成に努めました。 
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No. 関連事業名 施策の内容 担当課 令和５年度 実績報告 

7 
さわやか教育指導

員配置事業 

 佐野市における心の教育推進

事業の一つとして、市立学校に

教育指導員を配置し、不安や悩

みを抱えた児童生徒や特別な教

育的支援が必要な児童生徒に対

し、教育相談や学校での活動の

支援を通して、健全な心の育成

や特別支援教育の充実を図りま

す。 

 

学校教育課 

指導員配置数 

１６小学校及び２義務教育学校前 

期課程４３人（5 時間勤務／日、 

２０２ 日） 

６中学校及び１義務教育学校後期 

課程１２人（6 時間勤務／日、 

2０２ 日） 

8 
さわやか健康指導

員配置事業 

 佐野市における心の教育推進

事業の一つとして、市立学校の

児童生徒の心身の健康にかかわ

る問題や保健教育活動全般にわ

たり、養護教諭の補助的な役割

を担う健康指導員を配置して、

保健教育活動の一層の充実を図

ります。 

 

学校教育課 

指導員配置数 

５小学校、１中学校及び１義務教育 

学校前期課程８人 （５時間／ 

日、２０２日） 

9 
心の教室相談員活

用事業 

 児童生徒が悩み等を気軽に話

せ、ストレス等を和らげること

のできる第三者的な存在となり

得る心の教室相談員を市立学校

に配置し、児童生徒が心のゆと

りをもてるような環境をつくり

ます。 

 

教育センター 

相談員配置 市立学校２校 

（植野小、城北小） 

勤務 5 時間／日、週 2 日を基本に 

年間６９日 

相談件数５６３件 

10 

子ども会ジュニア

リーダー研修会開

催事業 

 子ども会において中心的な役

割を担う小学校５・６年生を対

象に、集団での宿泊生活や野外

体験等を通して、ジュニアリー

ダーとしての知識や技術を学ぶ

ことにより、子ども会活動の活

性化と進展を図ります。 

 

生涯学習課 

開催方法や事業内容の見直しによ

り、開催を見合わせました。 

11 
コミュニティ・ス

クール推進事業 

 佐野市教育委員会が指定した

学校に、学校評議員を一歩進め

た学校運営協議会委員を順次配

置し、当該校の学校運営方針等

の達成のために必要な支援に関

する協議を行い、学校と地域が

連携・協働して課題解決に向け

取り組むことで、地域とともに

ある信頼される学校づくりを推

進します。 

 

教育総務課 

あそ野学園義務教育学校及び葛生

義務教育学校に学校運営協議会を設

置し、計２２名を学校運営協議会委

員として任命しました。学校運営に

関する協議を行い、委員からの意見

や協力を学校運営に活用しました。

総合的な学習やキャリア教育におけ

る支援、読み聞かせ、ふるさとウォ

ークの企画運営などを実施しまし

た。 
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No. 関連事業名 施策の内容 担当課 令和５年度 実績報告 

12 
学校評議員制度推

進事業 

 小中学校ごとに、校長の推薦

により学校評議員を５人～７人

配置します。学校評議員は、当

該学校の教育目標、教育課程、

教育活動、地域との連携等学校

運営に関する事項について、校

長の求めに応じて意見を述べ、

知・徳・体のバランスのとれた

教育活動の推進を支援します。 

 

教育総務課 

小中学校２２校・計１１０名を学

校評議員として委嘱しました。学校

評議員会の開催、授業や学校行事の

参観を行い、子どもたちの様子につ

いて共通理解を図るとともに、様々

な意見をいただき、学校運営に活用

しました。 

13 
スポーツ教室開催

事業 

 子どもから成人までを対象に

スポ－ツに親しむ機会と交流の

場を提供し、青少年の健全育成

および健康増進を図ります。 

スポーツ推進課 

スポーツ協会、総合型スポーツクラ

ブと連携し、１２種目１７教室を実

施しました。 

14 
作原野外活動施設

指定管理事業 

 スポーツやレクリエーション

を通して、市民の健康と体位の

向上並びに青少年の健全育成を

はかる施設として開設します。 

生涯学習課 

開設期間：４月 1５日～11 月 15 日 

利用者数：1,715 人 

15 
アストロカー管理

運営事業 

 天体観測車アストロカー「シ

リウス」を活用して、児童館や

こどもの国、育成会のイベント

等において、天体観測会（太陽

黒点・月や星座など）を実施し

ます。 

こども課 

動く天文台アストロカー「シリウ

ス」で児童館や総合こどもセンター

等を会場に観測会を実施した。 

観測会：5 回 

活動内容：月と惑星、星座の観測な

ど 

参加人数：135 人 

講師：宇宙少年団指導者及び補助者 

 

16 
子どもふれあい文

化芸術事業 

 子どもたちの豊かな心を育む

ため、アウトリーチ事業（市内

小学校への訪問事業）を行い、

間近で本物の音楽や美術等に触

れる機会を提供します。 

 

文化推進課 

１４校で実施しました。 

17 
全国大会等出場者

支援事業 

 本市の芸術文化活動の充実を

図るため、全国大会等に出場す

る個人・団体に奨励費を交付

し、小学校、中学校及び高等学

校の文化部活動を奨励します。 

文化推進課 

５校実施に対して実施しました。 

18 
図書館等指定管理

事業 

 おはなし会をはじめ、様々な

行事をとおして、読書のきっか

けをつくり、読書習慣の育成を

図ります。また、読書をとおし

て子どもの豊かな感性を育てま

す。 

生涯学習課 

・ブックスタートへの協力 派遣人

数 ２６人 

・小さな子のおはなし会（0～3

歳） 延べ８５回 ７７３人 

・おはなし会（児童・幼児）延べ７

６回 ５０７人 

・その他のおはなし会 ６回 １４

０人 

・読書感想画の募集と展示 １７６点 

・としょかんでエッグハント！ ４

月２２日～５月１４日 ２６４人 

・図書館利用推進事業、団体貸出 

・読書通帳の配布 

・子育て支援まちなかプラザへの講

師派遣人数 １２人 

・地域子育て支援センターへでの講

座 ２回 ３１人 
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19 
郷土博物館学校利

用推進事業 

 市内の小学校３・４・６年生

が、学習進度に合わせて郷土博

物館の展示資料を見学し、学習

の効果を高めるとともに、郷土

に対する理解を深めます。 

 
文化財課 

 

田中正造や昔の道具、佐野の原始古

代について、展示見学とスライド学

習を行いました。 

実施校 学年 人数（クラス） 

18 校 3 年生 841 人（33） 

18 校 4 年生 858 人（32） 

18 校 6 年生 927 人（34） 

 

 

20 日本語教室事業 

 佐野小学校内に佐野市日本語

教室を設置し、外国人児童生徒

が日本の生活習慣や学校生活に

スムーズに適応できるように指

導・支援するとともに、母国の

文化や言葉、歴史などに誇りが

もてるよう、日本の児童生徒に

紹介する機会の設定、個人面談

等を行います。 

 

学校教育課 

佐野小では、１７名の児童が、 

他の小学校から１名の通級者が日本 

語教室での指導を受けました。 

日本語教室の指導員は、外国人児童

生徒教育拠点校４校への巡回指導も

行い、外国人児童生徒の指導・支援

や通知の翻訳活動等に当たりまし

た。 

21 
ランカスター市中

学生相互交流事業 

 姉妹都市であるアメリカ合衆

国ペンシルバニア州ランカスタ

ー市と中学生の派遣及びホーム

ステイでの受け入れを行い、両

市の友好交流の促進と国際教育

の充実を図ります。 

 

学校教育課 

新型コロナウイルス感染症の影響の 

ため中止。 

22 
佐野・芦屋青少年

交流事業 

 茶釜の産地として共通の文化

をもつ福岡県芦屋町と本市の青

少年が、様々な交流を通して互

いの文化や歴史を学ぶととも

に、社会性・協調性を養いま

す。 

 

生涯学習課 

8 月８日（火）～1０日（木）に

芦屋町で開催予定も、台風の接近に

より、中止となりました。 

８月２８日（月）に佐野市の参加者

のみで代替研修会を実施しました。 

23 三世代交流事業 

 三世代交流グラウンドゴルフ

大会、ゲートボール大会、輪投

げ大会、ゲーム大会、運動会な

どを通して、子どもと高齢者と

の交流を図り、子どもの敬老意

識の醸成を図ります。 

 

いきいき高齢課 

令和２年度から「シニアクラブ連

合会」の独自事業として実施してい

ます。 
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基本目標４  子どもにやさしい安全・安心なまちづくり 

No. 関連事業名 施策の内容 担当課 令和５年度 実績報告 

1 
農村公園維持管理

事業 

 農村居住者の健康増進と憩い

の場を提供するため、また子ど

もが安心して遊べるよう、遊具

の安全点検や清掃等の維持管理

を行います。 

農山村振興

課 

対象施設数：８か所 

遊具の安全点検や清掃・除草等の維持

管理を行いました。 

2 公園維持管理事業 

 公園で子どもが安心して遊べ

るよう、遊具の安全点検や施設

点検を行います。 

 

都市整備課 

・遊具・施設の点検 

日常点検：作業班により週１回実施 

定期点検：専門業者により毎年実施 

144 公園 653 の遊具の定期点検を実

施しました。 

・遊具の修繕  

随時実施（即修繕できない遊具は、使

用禁止テープおよびネット巻対応） 

・３公園の遊具更新を実施しました。 

3 交通安全教育事業 

 市民の交通安全思想の高揚を

図るため、交通教育指導員を配

置し、市内保育園等で交通安全

教室を開催します。 

市民生活課 

交通安全教室開催数（園児、児童対

象）19 回 961 人 

4 
交通指導員設置事

業 

 児童の登校時の安全確保のた

め、市内通学路に交通指導員を

配置します。 

 

市民生活課 

交通指導員が朝の通学時間帯に市内の

通学路に立哨し、児童等に対し交通指

導を行いました。 

交通指導員数 54 名（令和５年４月１日） 

5 
交通安全施設等整

備事業 

 児童等の交通安全のため、カ

ーブミラー・区画線・ガードレ

ールを整備します。 

 

道路河川課 

カーブミラーを１１基設置。区画線を

１８，８３９ｍ更新しました。 

6 
通学路安全対策事

業 

 学校から報告された通学路に

おける交通、防犯、防災に関す

る危険箇所について、点検や現

状把握、対策の検討を行う佐野

市通学路安全対策連絡協議会を

運営することで、安全なまちづ

くりを推進します。 

 

教育総務課 

学校から報告された危険箇所について

合同点検を実施し、注意喚起の看板設

置、路面表示の設置、横断歩道の更新

等の対策を講じました。 

合同点検実施箇所数 

・交通安全対策 ４１箇所 

・防犯対策    ８箇所 

・防災対策    ３箇所 

7 
青少年健全育成市

民啓発事業 

 青少年健全育成強化月間にあ

わせ、他の団体と連携・協力

し、街頭啓発活動を中心に青少

年健全育成啓発を実施し、市民

の意識高揚を図ります。 

 

少年指導セ

ンター 

青少年健全育成強化月間（７月・１

１月）に、どまんなかたぬま、葛生行

政センターに、啓発用のぼり旗の設置

を行いました。 

8 街頭補導実施事業 

 少年補導員による街頭補導活

動や青少年を取り巻く環境の浄

化活動により、青少年の非行防

止及び非行の早期発見に努めま

す。 

 

少年指導セ

ンター 

・少年補導員６５名、２２班 

【定例街頭補導】 

月～金曜日の内、 

① 午後 2 時～午後 4 時 

② 午後 4 時 30 分～午後 6 時 30 分 

③ 午後 5 時 30 分～午後 7 時 30 分

の、時間帯で実施しました。 

【特別街頭補導】 

さの秀郷まつり、えびす講、田沼初午

祭において、特別補導を実施しまし

た。７月、１１月にＪＲ、東武線の各

駅、列車内でマナー補導を実施しまし

た。 
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基本目標５  子どもの人権擁護の推進 

No. 関連事業名 施策の内容 担当課 令和５年度 実績報告 

1 
人権教育研究会運

営事業 

 人権教育研究指定校を指定

し、学校教育における人権教育

の在り方を研究します。その研

究成果を市内小中学校及び義務

教育学校に発表し、各学校の人

権教育の充実を図ります。 

学校教育課 

犬伏小学校、城北小学校、城東中学 

校が研究学校として研究を進めまし 

た。城東中学校は 11 月１７日に研

究発表会を行い、3 年間の研究の成

果を各学校に発信しました。 

2 
集会所子ども学習

会開催事業 

 小・中学生を対象に基礎学力

の向上、科学的、合理的な見

方、考え方を育て、人権尊重の

精神を培い、心の豊かさと自主

的な行動力の育成を図ります。 

 

隣保館 

学習回数   

・小学生 6集会所18回(年)、1集会

所16回(年)実施、  

・中学生 2集会所18回(年)、2集会

所17回(年)、1集会所16回(年) 1集

会所15回(年)実施 

3 
人権学習講演会開

催事業 

 子どもの人権と虐待問題を考

え、支援・援助することの大切

さについて啓発を行います。 

 

隣保館 

開催回数8回 参加者133名 

・「改正入管法と人権－多様性のある

社会へ、移民・難民問題－」８月１０

日 参加者２３名（大橋町東部集会所） 

・「落語の中の人権について」１０月

１０日 参加者１５名 

（小見町南小見集会所） 

・「落語の中の人権について」１１月

７日 参加者１０名 

（田沼北部地区ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ） 

・「四国遍路に生かされて」１１月２

４日 参加者２７名（富士見町集会所） 

・「法話と落語」１２月６日 参加者

２２名（大橋町西部集会所） 

・「新年の希望と高齢者の福祉」1月

2５日 参加者８名（並木町田中集会所） 

・「子どもと人権」２月２１日 参加者

９名（免鳥町集会所） 

・「高齢者や子どもで意思疎通が困難

な方々との交わり方」３月１８日 

参加者１９名（赤見町山崎集会所） 

4 
スクーリング・サ

ポート事業 

 教育センターにスクーリング

サポーターを配置し、不登校児

童生徒及び特別な教育的支援を

必要とする児童生徒への支援を

行います。 

 

教育センター 

教育センターにスクーリングサポー

ターを 1 名配置し、特別な教育的支

援を必要とする児童生徒の巡回相談

等を実施しました。 

勤務 3 時間／日、延べ年間 150 日 

巡回相談件数９３件 

5 教育相談事業 

 幼児及び児童生徒の心身の健

全な育成を図るため、教育上の

問題や悩みをもつ児童生徒及び

保護者等を対象に教育相談を実

施し、問題解決への援助を行い

ます。 

 

教育センター 

専門の相談員（医師、幼稚園長等）

と教育センター所員３名（うち 1 名

は臨床心理士）が、教育相談等を実

施しました。 

相談件数（４月～3 月） 
・電話及び面談による相談：２３８件 
・巡回相談等による学校支援等：２３７件 

 


